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1.  はじめに 
 
カーボンニュートラル社会の実現に向け，建物の

ZEB 化を一層推し進める必要がある。一方，系統電源

の再生可能エネルギー（以下，再エネ）への移行も進

んでおり，需要側はエネルギー需要量を減らすだけで

なく，エネルギーの需給バランスを考慮して賢く使う

ことが求められる。そのような背景から，筆者らは需

要家側の取組みとして蓄エネルギーシステムの導入効

果の検討を進めている 1)。 
従来，ZEB の評価は，ZEB の定義 2)に基づき，エネ

ルギー消費量で行われているが，カーボンニュートラ

ルの実現に向けた観点から，エネルギー消費量に対し

て CO2 排出係数を用いてエミッション ZEB としての評

価を行うことも可能である。その際，CO2 排出係数は

消費電力に対する評価の場合は一般的に電力会社が公

表する年平均値を用いる。しかし，実際には時刻ごと

の電源構成比率の変動に基づき，CO2 排出量は変動し

ている。例えば，晴天時の昼間における電源構成比率

は太陽光発電の発電割合が大きくなるため，CO2 の排

出量は少ないはずである。その変動幅は電源構成に占

める再エネの比率が向上すると，さらに大きくなる。 
そこで本研究では，既往文献 3),4)等にて提案・検討が

なされている動的 CO2 排出係数の概念を用いて，建築

物に対するエミッション ZEB2)の評価を行うことで，カ

ーボンニュートラル社会における ZEB のエネルギー性

能評価および蓄エネルギーシステムのあり方を検討す

る。動的 CO2 排出係数とは，時刻毎の電源構成比率に

応じた毎時の CO2 排出係数である。この概念を用いる

ことにより，再エネの普及による電源構成の変化の影

響を考慮した，蓄エネルギーシステムの導入効果を評

価することができる。 
本研究の構成を図-1 に示す。2 章では動的 CO2 排出

係数の算出方法注 1)を説明する。3 章では関東圏に位置

する ZEB 実証建物 5)のエネルギー実績データを対象と

し，年間平均 CO2 排出係数，昼夜別平均 CO2 排出係数

および動的 CO2 排出係数として 1 時間毎の電源構成比

の影響を考慮した「毎時 CO2 排出係数」を用いて，エ

ミッション ZEB の評価を考察する。4 章では 3 章と同

じ建物に対して蓄エネルギー設備を導入した際の CO2

排出量削減効果を動的 CO2 排出係数の観点から評価す

る。5 章，6 章では設計段階の建物に対して動的 CO2 排

出係数によるエミッション ZEB 評価ツールを検討する。 
 

 
図-1 本研究の構成 

Fig.1  Structure of this paper 
 

2.  動的 CO2排出係数の算出 
 
2.1  毎時 CO2排出係数の算出 
対象とする ZEB 実証建物は関東圏に位置するため，

東京電力パワーグリッド㈱の公表する 2021 年度のエリ

ア需給実績データ 6)を用いる。本データは時刻ごとの

動的CO2排出係数を用いたエミッションZEB評価

設計用評価ツールとしての検討ZEBを対象とした評価

3章：エミッションZEB評価

4章：蓄エネルギー設備を含め
たエミッションZEB評価

6章：電源構成が異なる
エミッションZEB評価

2章：動的CO2排出係数の算出
5章：気象データを用いた
動的CO2排出係数の推計
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原子力，火力，水力，地熱，バイオマス，太陽光，風

力，揚水の発電量と連携線における電力融通量から構

成されており，このうち原子力と火力，水力，地熱，

バイオマス，太陽光，風力の発電量をエリア電力供給

量とした。式(1)に示すように，時刻 t の CO2 排出係数

Ct は，発電所で生じる CO2 排出量をエリア電力供給量

で除することで算出する注 2)。 
 

𝐶𝐶𝑡𝑡＝
𝑀𝑀𝑡𝑡

∑ 𝐸𝐸𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑛𝑛
𝑖𝑖=1

 (1) 

記号 

Ct：時刻 t における CO2排出係数 [kg-CO2/kWh] 

Mt：時刻 t における CO2排出量   [kg-CO2] 

Ei：発電種別 i の発電量      [kWh] 

 

毎時 CO2 排出係数の算出結果を図-2 に示す。毎時

CO2 排出係数[kg-CO2/kWh]は，最大 0.48 (2022/2/19 
3:00)，最小 0.22(2021/5/4 11:00)の幅で変動し，平均

0.43 であった。なお，実際の火力発電の稼働割合は考

慮しておらず，実際の CO2 排出量を示すものではない。 
 

 
図-2 毎時 CO2 排出係数（2021 年度） 
Fig.2  hourly CO2 emission factor (2021) 

 
2.2  2030 年の時刻別 CO2排出係数の推定 
 続いて，カーボンニュートラルに向けた検討として，

経済産業省のエネルギー基本計画にて定められた 2030
年の電源構成比目標 7)に対して，動的 CO2 排出係数を

推定する。条件は以下の通りである。 
1) 2021 年度の需給実績データを基準とし 2030 年度の

電源構成比(発電量比)となるよう倍率をかける。 
2) 原子力，地熱，水素・アンモニアは発電データがな

いため，各々がベース電源として電力供給すると仮

定し，発電量は時刻によらず固定値とする。 
3) 1)により時刻ごとの発電量が 2021 年度の値を超過し

た場合は，調整可能電源として火力，水力，バイオ

マスの優先度で発電量を抑制させる。 
図-3 が 2030 年度の推定結果である。2021 年度と比較

すると，再エネが大きく拡大し，排出係数が減少して

いることが分かる。特に昼間は太陽光発電が多く発電

するので火力発電を抑制しており，2030 年度では年間

578時間においてCO2排出係数がゼロとなった。また，

2021 年度と 2030 年度の時刻別平均電源構成と年間電源

比率を図-4 に示す。火力の割合は 2021 年度が 85.3％に

対し，2030 年度は 41％となる。2030 年度の時刻別平均

電源構成では 12 時前後の太陽光発電が多く，火力，水

力，バイオマスの発電量により電力需給を調整した。 
 

 
図-3 毎時 CO2 排出係数（2030 年度） 
Fig.3  hourly CO2 emission factor (2030) 

 

3.  エミッション ZEB 評価 
 
評価対象は，ZEB 実証建物の 2021 年度のエネルギー

実績のデータ(1 時間ごとの生成・消費・配送・逆送の

各量を集計し，一部加工したもの注 3))を用いた。なお，
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図-4 時刻別平均電源構成と年間電源比率 

Fig.4  Electricity generated by source for each hour and anual average 
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2030 年を想定して生成エネルギー量が増加した PEB(生
成量－消費量＞0)を基準とした。検討ケースと評価結

果を表-1 および図-5 に示す。CO2 排出係数は年間平均，

昼夜別平均，毎時 CO2の 2021 年度推計，2030 年度想定

を設定した。従来の年間エネルギー収支(①) [kWh/m2

年]では，生成量(G) 63.2，消費量(C) 47.7 にて，G-
C>0(ポジティブ)の評価であり，G/C にて約 1.3 倍のエ

ネルギーバランスである。その結果に対し，年間 CO2

排出係数を用いた CO2 排出量(②) [kg-CO2/m2 年]は，①

エネルギー収支同様に，G: 28.5，C: 21.6 にて，G-C>0 
(ポジティブ)の結果となる。 
 次に，これまでも CO2 排出量の評価に対する時刻や

季節の変動を考慮すべきとの議論 8),9)がされており，そ

の代表例として昼夜別の CO2 排出係数[kg-CO2/kWh]を
検討する。2021 年度の電源構成比に基づき算出した場

合，昼(8 時～19 時): 0.395，夜(20 時～翌 7 時): 0.457 と

なり，これらを用いた CO2 排出量(③) [kg-CO2/m2 年]
は，G: 25.3，C: 19.9 となる。昼夜間の差が考慮された

結果ではあるが，年平均(②)との差は限定的であり，

時刻ごとの変化の実態に則しているとはいい難い。一

方，毎時 CO2 排出係数を用いた CO2 排出量(④) [kg-
CO2/m2 年]は，G: 22.2，C: 19.8 で，G-C>0(ポジティ

ブ)であり，エミッションZEBは達成だが，②の評価と

比べ，収支は悪化する。 
さらに，2030 年を想定した毎時 CO2 排出係数を用い

た CO2 排出量(⑤) [kg-CO2/m2 年]では，G: 5.5，C: 9.3 に

て，G-C<0(ネガティブ)となり，エミッションZEB評価

として，収支ゼロ以上を満足しない結果となる。エネ

ルギー収支では G/C の比率で 132%であるものが，将来

の系統の電源構成比の変化を考慮すると，CO2 排出量

の収支では 59%に低下する結果となった。 
以上より，動的 CO2 排出係数を用いることで，エネ

ルギー実態に則した CO2 排出量の評価が可能であり，

その結果，エネルギー収支では ZEB としてポジティブ

な性能を有する建物でも，動的なエミッション ZEB 評

価では，必ずしもその性能が満足しない例を示した。 
 

表-1 換算係数の違いによる収支の比較 
Table 1  Energy and CO2 emission balance with different CO2 

emission factors 

 生成
 

消費
 収支 

G-C 
比率 

G/C [%] 逆送
 

配送
 

①電力量 
[kWh/m2] 

63.2 47.7 
15.5 132 

39.3 23.8 

②年間 CO2 
[kg-CO2/m2] 

28.5 21.6 
6.9 132 

17.7 10.7 

③昼夜別 CO2 
[kg-CO2/m2] 

25.3 19.9 
5.4 127 

15.7 10.3 

④毎時CO2（2021年度） 
[kg-CO2/m2] 

22.2 19.8 
2.4 112 

13.3 10.9 

⑤毎時CO2（2030年度） 
[kg-CO2/m2] 

5.5 9.3 
-3.9※ 59 

2.5 6.3 

 

   
①電力量            ②年間 CO2排出係数での換算量      ③昼夜別 CO2排出係数での換算量    

    
④2021年度_毎時 CO2排出係数での換算量      ⑤2030 年度_毎時 CO2排出係数での換算量 

        

図-5 CO2 排出係数の違いによるエネルギー・CO2 フローの比較 
Fig.5  Comparison of energy and CO2 flows with different CO2 emission factors 
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4.  蓄エネルギー設備を含めたエミッション

ZEB 評価 
 
本章では今後，蓄エネルギー設備として導入が進む

と予想される蓄電池および水素貯蔵システムについて，

2030年度を想定したエミッションZEBの評価を行う。

本研究では過去の検討 1)から，代表例として，蓄電池

500kWh および水素貯蔵設備 2000Nm3（3333kWh 注 4））

の電力貯蔵容量を導入した場合の CO2 排出量を算出す

る。水素設備の仕様を表-2 に示す注 5)。制御については，

日・時間の短期の需給調整は蓄電池，月・季節の長期

の需給調整は水素設備で行い，逆潮流量および系統か

らの受電量を最小化する制御とした。 
動的 CO2 排出係数による評価結果として，前章の

2030 年度を想定した結果を基準(ⅰ)に，蓄電池 500kWh
を導入したケース(ⅱ)，蓄電池および水素貯蔵システ

ムを導入したケース(ⅲ)を表-3に示す。蓄エネルギーシ

ステムを導入したケースⅱとⅲでは，電力量[kWh/m2]
の消費:C に関して，基準ケースⅰに対し蓄電池および

水素貯蔵に伴う損失分（+表記の数字）が加わり，ⅱ：

53.8，ⅲ：63.1と増加する。そのため，電力量[kWh/m2]
の収支は a：15.5 から，b：9.4，c：0.1 に悪化する。一

方，CO2 排出量[kg-CO2/m2 年]の評価では，ケースⅰは

G-C：-3.8＜0(ネガティブ)であるのに対し，ケースⅱ,
ⅲでは，収支が概ね 0 となり，エミッション ZEB とい

える。逆送と配送の CO2 排出量[kg-CO2/m2 年]は，ケー

スⅱでは E：0.5，D：0.7 であるのに対し，ケースⅲで

は E：0.0，D：0.0 である。つまり，ケースⅲは逆送を

配送の削減分として季節間で 100％シフトさせることで

エネルギーが 100％自立するため，動的CO2排出係数に

依らずエミッション ZEB を達成する。これは蓄エネル

ギーシステムが季節間で生じる需給変動を調整し，エ

ネルギー的に自立した状態である。 
 

5.  気象データを用いた動的 CO2排出係数の

推計 
 
動的 CO2 排出係数と対象建物の発電量，電力需要は

それぞれ季節・気象・平日/休日の影響を受けるため，

両者の時系列を合わせる必要がある。3 章，4 章では，

過去の実績データに対して同期間における系統の電源

構成から算出した動的 CO2 排出係数と比較することで

CO2 排出量を評価した。この評価は運用実績のある建

物を対象とした場合には可能であるが，設計時の建物

を評価するためには，エネルギーシミュレーションに

て電力需要と発電量を推計した上で，この時系列と合

致する動的 CO2 排出係数が必要となる。 
そこで本章では設計時における動的 CO2 排出係数を

用いたエミッション ZEB 評価を検討した。省エネ検

討・評価で使用される BEST 等の建物エネルギー性能

評価ツールと合わせてエミッション ZEB を評価可能と

する。概要を図-6 に示す。従来の CO2 排出量の評価は

建物で消費した電力量に対して各事業者が定める年度

毎の CO2 排出係数により算出していた。これに対し，

本章で検討する評価ツールはエネルギーシミュレーシ

ョンで用いる気温や日射量などの気象条件で動的 CO2

排出係数を推計することで，エネルギーシミュレーシ

ョンによる発電量，電力需要と動的 CO2 排出係数の時

系列を合致させて，CO2 排出量を評価する。 
 時刻別の電源構成が異なると動的 CO2 排出係数も異

なるため，日本の各エリアの電源構成の差異を検討し

た。各エリアの 2021 年度（2021 年 4 月～2022 年 3 月）

における電源構成比注 6)を図-7 に示す。日本は主な発電

を火力で賄っているが，エリアにより 50～90％のばら

つきがある。また，各エリアにおいて，関西と九州，

表-2 水素設備仕様 
Table 2  Specifications of hydrogen storage equipment 

設備 仕様 

水電解装置 
製造能力 5.0 Nm3/h 
製造効率 4.2 kWh/Nm3 

水素貯蔵設備 貯蔵容量 2000 Nm3(3333 kWh 注 4）） 

純水素燃料電池 
発電電力 5.0 kW 
水素消費量 3.0 Nm3/h 

 
表-3 蓄電池・水素貯蔵導入ケースの収支 

Table 3  Energy and CO2 emission balance in case of install energy 
storage system 

ケース 

 
生成 G 消費 C 

収支
(G-C) 

比率
(G/C) 
[％] 逆送 E 配送 D 

ⅰ. 
蓄エネ 
設備なし 

電力量 
[kWh/m2] 

63.2 47.7 
15.5 132 

39.3 23.8 

毎時 CO2_2030 
[kg-CO2/m2] 

5.5 9.3 
-3.8 59 

2.5 6.3 

ⅱ. 
蓄電池 
500kWh 

電力量 
[kWh/m2] 

63.2 47.7 
+6.1 9.4 117 

10.8 1.4 

毎時 CO2_2030 
[kg-CO2/m2] 

5.5 5.7 
-0.2 96 

0.5 0.7 

ⅲ. 
蓄電池 
500kWh 
+水素
2000Nm3 

電力量 
[kWh/m2] 

63.2 47.7 
+15.4 0.1 100 

0.1 0.0 

毎時 CO2_2030 
[kg-CO2/m2] 

5.5 5.5 
0.0 100 

0.0 0.0 

 ※四捨五入の関係上，収支が合わない場合がある 
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四国エリアは原子力発電が稼働，北陸エリアは水力発

電の割合が大きい，中国，九州エリアは太陽光発電の

拡大が進む，等の特徴がある。本研究では関東エリア

を基準的な電源構成として，原子力発電が稼働する関

西エリア，太陽光発電の拡大が進む九州エリア，水力

発電が多い北陸エリアを対象として検討を進めた。 

 
5.1  エリアごとの動的 CO2排出係数 

2章と同様に，時刻毎の火力発電によるCO2排出量を

エリア電力供給量で除することで動的 CO2 排出係数を

算出した。火力発電は石炭，石油，天然ガスなどの燃

料や発電方式により CO2 排出量が異なる。これをエリ

ア毎に考慮するため，各燃料の発電による CO2 排出係

数に対して，各エリアが保有する火力発電所の能力の

構成比で按分することにより，エリアごとの火力発電

の排出係数を推計した注 1)。よって，実際の火力発電の

稼働割合は考慮されておらず，実際の CO2 排出量を示

すものではない。 
2021 年度（2021 年 4 月～2022 年 3 月）の動的 CO2排

出係数の推計値および 30 日の移動平均値を図-8 に示す。

九州エリアは短期的な変動が大きい。これは，太陽光

発電の割合が大きいことに起因する。移動平均を見る

と，関西・九州・北陸エリアは長期的な変動がある。

これは関西，九州エリアは原子力発電の稼働，北陸エ

リアは水力発電の稼働に起因する。関西エリアでは 7
月から 2 月にかけて，九州エリアでは 4 月から 1 月に

かけて原子力発電所が多く発電していた。また北陸エ

 

 
図-6 エネルギー性能評価ツールと動的 CO2 排出係数の関係 

Fig.6  Relationship between energy performance evaluation tools and 
dynamic CO2 emission factors 

 

 
図-7 エリア別の電源構成比 

Fig.7  Ratio of electricity generated by source by area 
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図-8 各エリアの動的 CO2 排出係数（2021 年度） 

Fig.8  hourly CO2 emission factor by area (2021) 
 

 
図-9 北陸エリアの月別の時刻別平均水力発電量 

Fig.9  Average hydroelectric power generation by hour by month 
in Hokuriku area 
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リアでは水力発電が 4~9 月ではベース電源，10~3 月で

はピーク電源として稼働しているため（図-9），4~9 月

では火力発電の割合が小さくなり，動的 CO2 排出係数

が小さくなる。以上のように，各エリアの電源構成に

より動的 CO2 排出係数が特徴づけられ，エミッション

ZEB の評価に影響することが示唆された。 
5.2  電源構成および動的 CO2排出係数の推計 
気象条件から電源構成を推計する方法について述べ

る。計算概要を図-10 に示す。電源構成推計モデルでは

まずエリア内の電力供給量と電源構成を推計する。そ

の後，動的 CO2 排出係数を算出する。 
 

 
図-10 電源構成および動的 CO2 排出係数の推計概要 

Fig.10  Estimation process summary of electricity generated by 
source and dynamic CO2 emission factors 

 
5.2.1  電源構成推計モデル 

2021 年度の気象データ 10)および需給実績データを用

いてモデルを構築した。なお気象データは電力需給の

エリアの代表的な地点で対応した注 7)。 
（1）エリア電力供給量 
 エリア電力供給量は式(2)の重回帰モデルで推計した。 
 

𝑦𝑦 = 𝛽𝛽0 + ∑𝛽𝛽𝑛𝑛𝑥𝑥𝑛𝑛 (2) 
 
 ここでβ0 は切片，βn は説明変数 xn の偏回帰係数を

表す。説明変数では月（1～12 月），平日/土曜/休日，

時刻（0～23時）と気温を考慮した。月，日，時刻はダ

ミー変数とし，気温は 17℃を境に上回れば冷房需要，

下回れば暖房需要の増加によりエリア電力供給量が増

加する傾向にあったため，（気温－17）[℃]の二乗値を

変数とした。説明変数は回帰分析の結果，p値が0.05よ
り小さいものを採用した。 
（2）電源構成の推計 

エリア電力供給量に対する火力，水力，原子力，地

熱，バイオマス，太陽光，風力の電源構成を以下のよ

うに推計する注 8)。 
 太陽光の発電量は日射量を説明変数 x とした式(3)

の単回帰で予測する。日射量がゼロのときは発電

しないため，切片なしで回帰モデルを構築した。 
 

𝑦𝑦 = 𝛽𝛽𝑥𝑥 (3) 
 
 風力，バイオマス，地熱，原子力は気象条件によ

らず発電するため注 8)，2021 年度の需給実績データ

の発電量を用いた。 
 水力，火力の発電量はエリア電力供給量に対して，

太陽光・風力・バイオマス・地熱・原子力で不足

する電力量を賄うように推計した。なお，図 9 に

示すように水力発電は月ごとに時刻毎の発電量が

異なるため，月ごとの時刻別の火力と水力の発電

量割合が需給実績データになるように調整した。 
5.2.2  回帰モデルの評価 
 回帰モデルの予測値と実績値の比較一例を図-11 に示

す。左が関東エリアにおけるエリア電力供給量，右が

関東エリアの太陽光発電量であり，概ね一致している。

各エリアのエリア電力供給量と太陽光発電を予測する

回帰式の決定係数（重回帰式については自由度調整済

み）を表-4 に示す。各決定係数が 1 に近い値を示して

おり，予測精度は高いといえる。 
 

5.3  動的 CO2排出係数の推計 
エネルギー性能評価ツールで用いられる標準気象デ

ータである拡張アメダス気象データ（2001 年～2010 年

に基づく）10)を用いて，5.2.1 項の電源構成推計モデル

気象条件
・気温
・日射量

動的CO2排出係数

電源構成比の算出

エリア電力供給量の推計

対象期間
・1年間時刻別
・休日/平日情報

電力需給
データ

電源構成推計モデル

 
図-11 予測値と実測値の比較（左：エリア供給電力量，

右：太陽光発電量） 
Fig.11  Comparison of predicted and actual values 

 
表-4 回帰モデルの自由度調整つき決定係数 

Table 4  Adjusted R-square for regression models 

エリア エリア供給電力量

（式 1） 
太陽光発電量 

（式 2） 
関東 0.861 0.888 
関西 0.845 0.895 
九州 0.871 0.854 
北陸 0.682 0.895 
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によりエリア毎の動的 CO2 排出係数を推計した。算出

結果を図-12 に示す。図-8 と比較すると，各エリアにお

いて動的 CO2 排出係数の日々の変動が少し小さくなっ

ている。これは水力と火力の電源構成割合を時刻別の

平均値で簡易的に算出したためである。電源構成をよ

り再現するためにはモデルを改良する必要があるが，

気象条件に応じた動的 CO2 排出係数の変動は再現でき

ている。よって，エネルギーシミュレーションした建

物に対して，同じ標準気象データに基づいた動的 CO2

排出係数を算出するモデルを構築できたといえる。 
 

6.  電源構成が異なるエミッション ZEB 評

価 
 
ケーススタディとして，電源構成が異なる場合の蓄

エネルギー設備の導入効果を考察する。評価対象は 3
章，4 章と同様に ZEB 実証建物とし，エネルギー収支

が概ねゼロの状態のデータを用いる。気象条件は対象

建物が立地する関東に固定し，関東，関西，九州，北

陸の各エリアの電源構成推計モデルを用いて動的 CO2

排出係数を算出した。その後，対象建物に対して CO2

収支を算出した。蓄エネルギー設備は蓄電池 500kWh
を想定した。 
 対象建物の発電量と電力需要，およびエリア別の動

的 CO2排出係数を図-13 に示す。太陽光が発電している

時間帯については排出係数が低くなる。反対に発電し

ていない時間帯については排出係数が高くなり，建物

の電力需要および太陽光発電の状況と整合した動的

CO2 排出係数を推計できていることがわかる。6～15 時

のエリア毎の動的 CO2 排出係数を比較すると，太陽光

の普及が進む九州エリアが最も低くなっている。この

ように電力構成が異なることで CO2 排出量も異なる。 
1 年間でシミュレーションし，時刻毎の生成 G（太陽

光発電），消費 C（建物電力消費），逆送 E（系統への逆

潮電力），配送 D（系統からの受電）と動的 CO2 排出係

数を掛けることで算出される CO2 収支を表-5 に示す。

蓄エネルギー未導入（A）と蓄電池 500kWh 導入（B）
の2ケースを比較する。まず生成Gと消費Cを見ると，

どのケースにおいてもC＞Gとなっており，どの電源構

成においてもエミッション ZEB は達成していない。な

お，第 4 章に示す通り 2030 年の電源構成の場合はエミ

ッション ZEB を達成する。生成 G と消費 C の値をエリ

アごとに比較すると，九州・関西エリアに比べて関
 

図-12 標準気象データによる動的 CO2 排出係数の推計 
Fig.12  Estimation of dynamic CO2 emission factor using reference 

year weather data 
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図-13 電力需要・太陽光発電量とエリア毎の動的 CO2 排出係

数の時系列変化（2021/4/3～4/5） 
Fig.13  Time-series changes in power demand/solar power 
generation and dynamic CO2 emission factors for each area 

 
表-5 蓄エネルギー設備の有無によるエリア別 CO2 収支比較 

（A: 蓄エネルギー未導入，B: 蓄電池 500kWh 導入） 
Table 5  CO2 balance with and without energy storage system 

エリア ケース 生成 G 消費 C 逆送 E 配送 D 収支 E-D 

関東 
A 17.7 19.9 9.2 11.4 -2.2 
B 0.8 2.9 -2.1 
変化量 A-B ― ― 8.3 8.4 -0.1 

関西 
A 12.9 14.1 6.7 7.9 -1.3※ 
B 0.6 2.1 -1.5 
変化量 A-B ― ― 6.1 5.8 0.2※ 

九州 
A 10.5 14.2 5.1 8.7 -3.7※ 
B 0.2 2.4 -2.2 
変化量 A-B ― ― 4.8 6.3 -1.5 

北陸 
A 24.1 25.7 12.6 14.2 -1.6 
B 1.1 3.8 -2.7 
変化量 A-B ― ― 11.5 10.4 1.2※ 
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東・北陸エリアが大きい。これは原子力発電の有無お

よび火力発電の CO2 排出係数の違い注 9)に起因している。

また生成 G は九州エリアが特に低い値となっているが，

これは太陽光発電割合が大きいことに起因する。 
次に蓄エネルギー設備の有無について，逆送 E と配

送 D の収支 E-D の変化量を見ると（表内赤字），九州エ

リアが-1.5 と最も減少している。これは九州エリアで

は蓄エネルギー設備を導入することで配送 D の削減効

果が大きく，CO2 の収支 E-D が減少することを意味す

る。反対に北陸エリアでは 1.2 と増加している。これは

北陸エリアでは太陽光発電の割合が小さいこと，需給

バランスを水力発電で調整することから動的 CO2 排出

係数の変動が小さいため，蓄エネルギーの導入により

逆送 E を自家消費して配送 D を削減することによる

CO2 排出量の削減よりも，充放電ロスによる CO2 排出

量の増加の方が大きいことを意味する。このように電

源構成によっては蓄エネルギーがエミッション ZEB 評

価に対してポジティブ，ネガティブな影響を及ぼすが，

太陽光発電の割合が大きい場合には蓄エネルギーが

CO2 排出量の削減に貢献することが明らかとなった。 
 

7.  まとめ 
 
本研究では ZEB 実証建物に対し，動的 CO2排出係数

を用いることでエミッション ZEB 評価が有効に行える

こと，および蓄エネルギーシステムにおいては，その

導入が不可欠であることを示した。また，建物設計時

のエネルギー性能評価において動的 CO2 排出係数を用

いたエミッション ZEB 評価の検討として，気象データ

から動的 CO2 排出係数を推計するモデルを構築した。

エネルギー性能評価ツールとの組み合わせにより，

様々な建物規模・種類に対し，動的 CO2 排出の概念に

基づいた CO2 排出量の検討が可能である。今後，将来

の施設・都市計画における蓄エネルギー導入の評価ツ

ールとして活用していく予定である。 
 
注 
 

注1) 本研究の動的 CO2排出係数は火力発電の発電量を基に推

計する参考値であり，各事業者公表のCO2排出係数とは

無関係である。 
注2) 厳密にはどの発電方法においても間接的にCO2を排出し

ているが，本検討では火力発電の燃料燃焼のみを考慮し

た。よって，Mt は火力発電所の発電量に燃料燃焼時の

CO2 排出係数を乗じて算出した。また燃料によって CO2

排出係数は異なる 11)。そこでエリア管轄内の火力発電所

の容量比で按分し，エリアの火力発電所の排出係数を算

出した。その結果，0.496 であった。 

注3) 実証建物は，ガス発電設備を有するが，今回の検討では，

発電出力を配送量とし，エネルギーを電力に統一して取

り扱う。また，生成量は，竣工後に設備改修等を行い，

2021 年時点では，約 1.3 倍に増強されている。 
注4) 水素貯蔵量から電力量への換算は純水素燃料電池で発電

可能な電力量として算出している。 
注5) 水電解装置，水素貯蔵設備，純水素燃料電池の能力，容

量は既報 1)をベースとしたが，水電解装置の効率は経産

省の 2030 年目標値 12)から 4.3kWh/Nm3 とした。 
注6) 主要電力会社が公表する需給実績データを参考とした。 
注7) モデル構築において関東，関西，九州，北陸エリアの気

象データは東京，大阪，福岡，富山を参照した。 
注8) 需給実績データを分析した結果，火力と水力は電力需要

に追従して発電し，太陽光は日射量に応じて発電し，原

子力は定格で発電し，風力・バイオマス・地熱は気象や

月・日によらず発電する傾向にあった。これらを考慮し

て，各電源の推計方法を決定した。 
注9) 算出した結果，関東 0.50，関西 0.52，九州 0.62，北陸

0.77[kg-CO2/kWh]と推計した。実際の火力発電の稼働割

合は考慮されておらず，実際のCO2排出量とは無関係で

ある。燃料毎の排出係数は文献 11)を参考とした。 
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